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研究目的

約1/4が運動器疾患・老年疾患に起因する本邦の要介護者の増加予防は急務である。また，高齢期の運動機

能低下には中年期の運動習慣も強く影響する１）ため，中年期・高齢期を対象とした運動習慣の定着は喫緊の課

題である。一方で多くの啓蒙活動にも関わらず，高齢・中年期いずれも約20%で１年以内に運動継続が困難と

なり２），特に中年期では仕事や子育てなど社会的要因が運動機会喪失に強く影響する。このような状況を打開

するため，個人の生活や社会背景に合わせて実現可能性の高い詳細かつ自由度の高い運動指針の確立が切望さ

れている。過去，運動習慣と運動機能との関連性に関する報告は多数存在し，転倒予防や運動機能向上（筋

力・バランス・歩行速度）に対する運動介入の寄与も報告されている３）。しかし，運動習慣の詳細（種類・頻

度・時間）と分類毎の運動機能（筋力・バランス・歩行機能）との詳細な関連性についてはこれまで明らかに

はなっていない。加えて，運動介入の長期効果に関する報告も少なく，『健康寿命への運動の有効性』が明白

であるのに対し，どのような運動を，どのような時間・頻度で，どの程度の期間継続的に実施すべきか，とい

う詳細な指標は存在しない。本研究では，中年期・高齢期健常者500名を対象に網羅的に運動機能を評価し，

個人の詳細な運動習慣（種類・頻度・時間）及びその継続性との関連を明らかにすることで，健康寿命延伸に

向けて個人のライフスタイルに合った運動指標を選択可能とする基礎データ確立を目的とする。
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研究実施計画の大要

◎40〜64歳までの健常男女400名，65〜74歳までの健常男女100名を対象に，網羅的に運動機能評価を実施

◎�評価項目はロコモ度テスト（日本整形外科学会），筋量測定，骨密度検査，握力，下肢筋力，フレイル・サ

ルコペニア判定，歩行テスト・Timed up and go test（所要時間・歩行速度，慣性計測装置を用いた歩容解

析），片脚立位検査（継続時間，重心動揺計測）

◎�重心動揺計測で得られた時系列足圧重心位置及び速度データは，姿勢動揺を直接的に示す線形解析データに

加え，姿勢保持戦略を示す非線形解析（データの傾向解析）についても実施

◎慣性計測装置データは，体幹部で計測し，特に方向転換時の角加速度に着目してデータを収集

◎�スポーツの実施状況等に関する世論調査２）を参考に運動習慣に関する項目（運動の種類・実施頻度・実施継

続期間・運動の阻害因子・運動の継続の阻害因子）を収集

◎�収集した運動習慣に関する項目毎に，各運動機能の結果を比較・検討。運動実施頻度と運動実施継続期間に

ついては交互作用の影響についても検証。これらの関係性の検証により，多様な運動習慣に応対する運動機

能の基礎データを確立し，健康寿命延伸に寄与する多様な運動指標を検討

◎本研究は，既に慶應義塾大学医学部倫理委員会の承認を受けている（承認番号：20241054）

◎対象者に対して口頭同意を得た上で研究にご参加いただき，同意の旨は別途記録しておく

Ⅰ　緒　言

身体活動不足は世界の全死亡数の原因の９%を占めるというLeeらの報告は運動習慣の重要性を強調

している４）。転倒に起因するリスク因子のち，内在因子として神経疾患・認知症・身体虚弱・視覚障害・

聴覚障害・疼痛・起立性低血圧・高BMI（37以上）・低BMI（18.5以下）が網羅的なメタアナリシスに

より報告されている３）。そのうち，修正可能な因子へと介入した検証を対象としたメタアナリシスでは，

バランス訓練・機能的エクササイズ（歩行速度向上・筋力増強）において転倒予防に有効であったこと

を報告している。一方で，運動の実施時間や頻度，継続期間などのプロトコルについては検証されてい

なかった３）。また，そのほかにも転倒予防への有効性を示す運動プログラムに関する報告は多数存在す

るが，いずれにおいても日常生活で実用可能な運動の種類としての有効性や，その実施頻度・実施時間

及び，どの程度運動を継続すべきかといった観点でのデータが不足している５–７）。そのため，本研究は

他にはない新規性のある独創的な研究であり，これまでにない健康に寄与する新たな価値の創出につな

がることが期待される。
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Ⅱ　研究方法

【対象】

本研究は慶應大学病院及び共同研究機関の運動器検診及び健康診断受診者を対象とした横断研究とし

て実施した。受診者のうち，選択基準（18歳以上）に該当し，除外基準（著しい下肢機能低下および歩

行障害を有する者（手すりなしでの起立や歩行補助具なしでの歩行が困難））に基づき選択された方に対

して医師より「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」にて規定される内容を含んだ

説明文書を用いて説明し，本研究の参加及び研究内容の学会発表・論文報告について文書同意が得られ

た方に研究に参加してもらった。本研究のプロトコルは，慶應義塾大学医学部倫理委員会の承認を受け

て実施した（倫理委員会承認番号: 20241054, 20190115）。

【運動機能評価】

参加者は，同日にロコモ度テスト（立ち上がりテスト，２ステップテスト，ロコモ25），筋量測定，骨

密度検査，筋力計測，バランス計測，歩行テスト，フレイル判定，転倒リスク評価を実施した。評価は

熟達した理学療法士５名が主として実施し，理学療法学部所属の学生３名が補助者として参加した。

ロコモ度テスト

１つの質問表と２つの機能評価の結果に基づき，１から３までのロコモティブシンドローム（LS）の

ステージ分類を実施する。ステージが高いほど移動能力障害が重度であることを示す。立ち上がりテス

トは，４種類の高さ（10，20，30，40 cm）の台から，片脚または両脚で立ち上がることができる最小

の高さを評価した。２ステップテストは，２歩で到達可能な距離を測定し，その値を身長で正規化した。

同値が1.3を超える場合はLS非該当，1.1–1.3はLSステージ１，0.9–1.1はステージ２，0.9未満はステー

ジ３に分類した。ロコモ25は，筋骨格系疼痛，主観的な日常活動，社会参加，転倒に対する恐怖などの

合計25項目の質問に対して５段階リッカート尺度で回答して頂いた。同スコアが７未満の場合は非LS，

７以上16未満はLSステージ１，16以上24未満はLSステージ２，24以上はLSステージ３と定義される。

日本整形外科学会では，これら３つの評価のうち，最も低いステージを被験者のLSステージとして定義

している８）。

筋量測定

インピーダンスを用いた体組成計（InBody470; InBody Japan Inc., Tokyo, Japan）を用いて，全身

の筋量（Skeletal Muscle Index, SMI）を計測した。参加者は裸足で機器上に立ち，手部で端子を把持

することで，静止立位での計測を実施した。

骨密度検査

踵骨内外側にジェルを塗布し，椅子座位にて裸足で踵を専用機器の台に乗せ，超音波を透過させるこ
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とで骨密度を計測した。

筋力計測（握力・下肢筋力）

握力は立位で左右２回ずつ計測し，最大値を採用した。下肢筋力はベッド上長座位で，片側下肢の下

に軽度膝屈曲位で膝窩部がセンサー直上となるよう下肢筋力計測器（ロコモスキャン，アルケア，東京，

日本）を設置し，大腿四頭筋の筋力として計測した９）。参加者には最大努力下で膝伸展をしながら膝窩

部でセンサーを押し付けるよう指示し，数回の練習の後，左右各３回計測し最大値を採用した。下肢筋

力計測値に基づき，重力加速度と体重で除した体重比下肢筋力値，左右の差の絶対値を左右の平均値で

除した左右差をそれぞれ算出し，解析に使用した。

バランス評価

静的バランス評価として，片脚保持時間を計測した。参加者には，両腕はリラックした下垂位としたま

ま自身のタイミングで片脚を遊離することで施行を開始してもらい，1.5m先の目印を注視しながら可能

な限り長く片脚立位保持をしてもらうよう指示し，ストップウォッチで保持時間を計測した。遊離した脚

は他の身体部位に接触しないよう保持してもらい，他の身体部位へ接触した場合や接地した場合，支持

をする片脚の位置がずれた場合には施行終了とした。動的バランス評価として，Timed Up and Go Test

（以下TUG）を実施した。参加者が着席する椅子から３m先にコーンを設置し，自身のタイミングで起

立，コーンまで歩行，方向転換，着席までの一連の動作に要した時間をストップウォッチで計測した。試

行は日常生活上の標準速度，可能な限り速い速度のそれぞれ２回ずつ実施し，最小時間を採用した。

歩行テスト

６mの歩行路に前後１mずつ加えた８mの歩行路上を，日常生活上の標準歩行速度で歩行してもらい，

ストップウォッチを用いて計測した６m間の歩行時間から歩行速度を算出した。試行は２回行い，最大

歩行速度を採用した。

フレイル判定

フレイル判定は改訂日本版フレイル基準に基づいて実施した。フレイル基準のうち，体重の減少，疲

労感，および身体活動（週１回以上の軽い運動・体操や運動・スポーツ）についてはアンケート形式に

て回答してもらい，該当項目数を算出した。筋力低下の項目の該当基準は握力が男性では28g未満，女

性では18kg未満の場合とし，歩行速度の項目の該当基準は1.0m／病未満とした。全５項目のうち，１

項目以上該当する場合にフレイルリスクありと判定した。

転倒歴・転倒恐怖感

過去１年間の２回以上の転倒の有無，最近１週間内の転倒の有無，歩行やバランスが不安定であると

いう自覚の３項目をアンケート形式で回答してもらい，該当項目数を算出した。
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【運動習慣質問紙】

スポーツ庁の国民世論調査２）を参考に，過去１年間の運動やスポーツを実施頻度，継続年数，実施す

る運動の種類についてアンケート形式で回答してもらった。運動の種類は最大３つまで回答してもらい，

改訂第２版『身体活動のメッツ（METs）表』成人版10）を参考にし，推定METsを算出し，最大のMETs

を採用した。習慣的な運動強度として，推定METsに対して，実施頻度のカテゴリー変数に除すること

で補正した値を使用した。

【統計解析】

取得した身体機能データを標準化（Ｚスコアに変換）した後，Uniform Manifold Approximation and 

Projection（UMAP）を用いて次元削減を行った。UMAPの距離尺度にはユークロッド距離を用い，近

傍数は15，最小距離は0.1に設定した。年齢の影響を除外するため，UMAPにより得られた２次元座標

の各成分を目的変数，年齢を説明変数とする線形回帰分析を行い，その残差を年齢調整後のUMAP座標

とした。これらの年齢調整済みUMAP座標を用いてk-means法によるクラスタリングを行った（クラス

タ数４）。クラスタ分類により新たに作成された４群について，その身体的特徴を４群比較により明らか

にした上で，収集した運動習慣情報に関する比較を実施した。統計解析はRStudio（2025.09.2+418）

を用いて実施し，有意確率５%とした。

Ⅲ　研究結果

【クラスターの特徴】

200名の受診者（年齢：中央値57歳 IQR51–66，性別：女性133名・男性67名）から同意を頂き，研

究に参加してもらった。UMPA座標を用いてk-means法によるクラスタリングの結果，４つのクラス

ターに分類した（図１）。その特徴量を示したレーダーチャートを図２および図３に示す。

図 1　身体データに基づくUMPA分布 図 2　クラスター毎の身体特徴量比較
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クラスター１は，BMI・SMIが高い，握力や体重比下肢筋力値が高い，TUG時間が短い，片脚立位保

持時間が比較的長い，歩行速度が速いという特徴を有している。以上より，体格・筋力・バランスの全

てが良好である群（以下，総合良好型）であることが分かる。クラスター２は，BMIが高い割にSMIは

中等度，握力や体重比下肢筋力値は比較的低い，下肢筋力の左右差が強い，片脚立位保持時間が長く

TUG時間が短い，歩行速度遅いという特徴を有している。以上より，体格の割にパワーは弱いが，バラ

ンス保持能力に優れている群（以下，バランス型）であることが分かる。クラスター３は，BMI・SMI

が低い，骨量が少ない，握力が弱い，体重比下肢筋力が強い，片脚立位保持時間が長くTUG時間が短

い，歩行速度が速いという特徴を有している。以上より，やや痩せ型体格だがパワー・バランスともに

優れている群（以下，痩せ良好型）であることが分かる。クラスター４は，BMI・SMIが低い，骨量が

少ない，握力・体重比下肢筋力のいずれも低く下肢筋力左右が大きい，片脚立位保持時間が短く，TUG

時間が長い，歩行速度が速いという特徴を有している。以上より，やや痩せ型体型でパワー・バランス

ともに劣っている群（以下，痩せ型不良型）であることが分かる。クラスター間の身体機能比較結果を

表１に示す。

総合良好型は全例男性で，それ以外の３つの型はほぼ女性で構成されていた。

図 3　クラスター毎の身体特徴量比較 （個別グラフ）

表 1　クラスター毎の身体機能および運動機能低下有無の比較
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【クラスター間の身体運動の特徴】

図４にクラスター間の過去１年間の運動頻度比較の結果を示す。運動頻度は，４群間で有意な差を認

めた（p = 0.046）。痩せ良好型は週５日以上の運動頻度が17%と最も高く，週１日以上運動する割合も

64%と最も高く，４群で最も運動頻度の高い集団であった。一方，痩せ不良型群は週１日以上の運動頻

度は42%と，他の３群と比較して低い数値を示した。痩せ不良型は，運動の継続性についても他の３群

と比較して３年以上継続している割合が低く，特に10年以上習慣的に継続している人の割合が６%と少

ない結果となった（図５）。痩せ良好型はバランス型・総合良好型と比較して長期的に継続（５〜10年・

10年以上）の割合は少ない一方で，１〜３年または３〜５年継続の割合が多く，運動習慣を継続してい

る期間が短いことが示された。運動の種類に関して図６に示す。全クラスターにおいてウォーキングが

最も高い割合を占めており，クラスター間の大きな差異は認められなかった。実施している運動に関し

て，推定METsに換算し，さらに運動頻度のカテゴリー変数で簡易的に補正をした習慣的な運動強度に

着目すると，痩せ良好型の運動強度が高く，痩せ不良型では低いという結果であった（図７）。

図 4　運動頻度のクラスター比較

図 5　運動継続性のクラスター比較
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【運動機能低下症候群のクラスター比較】

クラスター間で転倒歴・転倒不安感に関する該当数を比較すると，４群間比較に有意差を認め（p < 

0.001），総合良好型および痩せ良好型は該当数が少ない一方，バランス型では１項目に該当する割合が

29%であり，痩せ不良型は全体の60%が１項目以上該当していた（図８）。同様にクラスター間で身体

虚弱リスクを比較すると４群間比較に有意差を認め（p < 0.001），バランス型が該当項目数３項目の割

合が21%と最も高く，痩せ不良型は１項目以上該当する割合が84%と最も高い割合を呈していた（図

９）。ロコモ度１以上の割合は痩せ不良型が87%と最も多く，ロコモ度２の該当割合（24%），ロコモ度

３の該当割合（13%）のいずれも高い値を呈していた（図10）。

図 6　運動種類のクラスター比較 図 7　習慣的な運動強度のクラスター比較

図 8　クラスター間の転倒歴 ・転倒不安感の比較
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Ⅳ　考　察

本研究では，200名の男女を対象に運動機能を網羅的に評価指標を年齢で調整をした上で用いたクラ

スター分析を行い，体組成・筋パワー・バランス能力の特徴に基づく運動機能タイプを抽出した上で，

各タイプにおける運動習慣の頻度および継続期間，さらに推定運動強度との関連を検討した。その結果，

痩せ良好型と定義した，ほぼ全例女性で構成され，BMIやSMIは全体中央値よりも低値ではあるものの

パワーやバランスに優れている型は，週に１回以上運動をしている頻度が高い一方で，長期的に継続し

ている割合は少なく，多くは運動継続期間が１〜５年であることが明らかになった。また同時に，同型

の参加者は回答した運動の種類から算出した推定METsに運動頻度カテゴリー変数で簡易補正をした習

慣的運動強度が高いという特徴が認められた。一方で，痩せ不良型と定義した，体組成・パワー・バラ

図 9　クラスター間の身体虚弱リスクの比較

図 10　クラスター間のロモティブシンドロームの割合比較
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ンスのいずれにおいても劣っている型は，転倒・身体虚弱・運動機能低下のいずれもハイリスクである

ことが示された。痩せ不良型の運動習慣の特徴は，運動頻度が低い上に，運動継続期間も３年以上継続

した割合が低く，習慣的運動強度も低いという結果であった。これらの結果は，同年代・同体型の女性

であっても，運動習慣の量的・質的特性，とりわけ運動継続期間を含めた運動習慣の違いが，運動機能

特性と明確に関連することが示され，本研究の重要な知見である。

【運動継続性について】

これまでの多くの研究で，運動頻度や運動量を主指標として運動習慣と身体機能との関連が検討され，

運動習慣や活動的な生活は良好な身体機能に寄与することが報告されている３–７）。一方で，本研究は運

動頻度に加えて運動継続期間を組み合わせて評価した点に新規性があり，単に「運動しているか否か」

では捉えきれない運動習慣の質的差異を明確にした。過去，前方視的に３年間の運動習慣の変化を観察

し，その後数年間の身体機能の変化を評価したMartinez-Gomez らの研究では，高い活動量がその後数

年間の身体機能の低下を緩やかにすることを報告している12）。また，高齢者を対象に想起して回答して

もらった若年期，中年期の運動習慣が，高齢期の身体機能に影響を与えることも多くの研究により報告

されている13，14）。これらの報告は比較的中長期の運動習慣が身体機能へ有利に働くことを示しているが，

一方で継続する運動の実態について，指標とすべき詳細については十分に明らかではなかった。本研究

では運動の継続性を，運動頻度・種類と併せて詳細に聴取することで，詳細な運動指標となりうる基礎

データを構築した。特に，同じ種類の運動を実施していても，実施頻度や継続期間の違いによって運動

機能のプロファイルが異なる可能性が示唆された点は，既存知見を補完する重要な視点と考えられる。

【痩せ良好型と痩せ不良型の運動機能の比較】

本研究では網羅的に計測した身体機能データに基づき実施したクラスター分類の結果４つのクラスター

に分類することができた。特徴的なクラスターとして，ほぼ女性で構成され，BMI（痩せ良好型：痩せ

不良型, 20.1 vs 21.4）やSMI（6.36 vs 6.21）といった身体組成上のプロファイルが類似しているにも

関わらず，運動機能に明確な差を呈していた痩せ良好型と痩せ不良型に着目して考察を進める。痩せ良

好型と比較し，痩せ不良型は体重比下肢筋力が低値を示し，動的バランス能力の指標であるTUGの実施

時間が長く，歩行速度も遅いという特徴を示した（表１）。加えて，転倒リスク，身体虚弱リスク，運動

機能障害リスクのいずれも高く，健康寿命短縮のハイリスク群であることが示唆されていた。近年，高

齢化が進む日本において，女性に多い筋量の不足15）が運動機能障害を呈するリスクの一つであると認識

されており，本研究における痩せ良好型および痩せ不良型は筋量の観点から運動機能障害を呈しやすい

素因を有していると考えられる。しかしながら，健康寿命短縮リスクにおいて両型間で大きな差を認め，

身体機能としては特に体重比筋力と動的バランス能力に差異を認めていた。Kimらの研究によると，筋

肉量因子を調整した上で下肢筋力と運動機能障害の関連を比較した結果，女性特異的に運動機能障害に

対する関連は筋量だけではなく，筋量あたりの発揮筋力が重要である点を報告している17）。筋力は，主

に筋量と運動単位の動員，筋形態により規定される。我々の研究における痩せ不良型と痩せ良好型間に



−11−

おいても，筋量自体の計測を実施していないため推測の域は出ないが，痩せ良好型においてより筋発揮

に有利な状態，つまり運動単位の動員が促進された状態であることが推測される。両型の運動習慣に着

目すると，痩せ良好型は週１回以上の運動頻度を有する割合および週５回以上の運動頻度が高い一方で，

運動継続期間は１〜５年が中心であり，長期継続者は少なかった。興味深い点として，痩せ良好型では，

回答された運動種目自体に他の型との差異はないものの，同回答結果から算出した推定METsを運動頻

度カテゴリー変数により補正した習慣的運動強度が高いという特徴が認められた。これは，筋量を増大

させる目的で実施する高負荷運動は運動機能障害予防の目的に実施する必要は必ずしもなく，一定以上

の負荷量を伴う運動を高頻度で実施する重要性を示唆している。加えて，そのような運動習慣を少なく

とも１年は継続するよう志すことで，体組成上では運動機能に不利な個人であっても，運動機能障害予

防を達成し続けることができる可能性があると考えられる。一方で，痩せ不良型では運動頻度が少なく，

かつ運動の継続期間も短い傾向を認めており，運動習慣があったとしても，頻度・継続期間の観点から，

運動機能障害予防には不十分であることが示唆された。これらの結果からは，低頻度に実施する筋量増

大を目指した運動習慣の定着よりも，可能な限り高頻度で継続可能な，一定負荷以上の運動を習慣化さ

せる戦略が重要であり，また継続期間も１年間以上と比較的長い期間の継続を目指すことができる習慣

を生活の中に取り込む工夫も欠かすことができない重要な要素であることも明らかとなった。

【本研究の限界点】

本研究結果はいくつかの点を考慮して解釈する必要がある。第一に，本研究で収集した運動の継続性

は，横断的な研究デザイン内に後方視的に自身の運動習慣を想起して回答しているため，想起バイアス

が影響している可能性がある。第二に，本研究は横断的デザインの結果であり，運動習慣と身体機能と

の間の関連性は認めるものの，因果関係は明らかではない。加えて，多重比較となる，クラスター間の

直接的な統計学的な比較を実施していない点は，本結果の慎重な解釈を必要なものとしている。

Ⅴ　結　語

本研究の結果から，一定以上の負荷量における高頻度運動の１年以上の継続が，運動機能において不

利な体組成条件を有していても，良好な運動機能プロファイルとの関連性を認めた。今後は，本研究で

示された運動習慣と運動機能タイプの関連について，縦断的検討を行い，因果関係の解明を進める必要

がある。
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